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パブリックコメントを踏まえた
治水対策案の概略評価について

資料５－１

「第４回 成瀬ダム建設事業の関係地方公共団体からなる 検討の場」

国土交通省 東北地方整備局

平成2４年９月２１日





第３回検討の場で提示した治水対策案と概略評価による抽出案

河川整備計画相当案 1 【河川整備計画相当案】   成瀬ダム＋築堤及び河道掘削

2-1 【既設ダムの活用】   玉川ダムかさ上げ＋河道掘削

2-2 【既設ダムの活用】   皆瀬ダムかさ上げ＋河道掘削

2-3 【既設ダムの活用】   玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋河道掘削 ○

3 【河道改修】   全川にわたる河道掘削 ○

4 【河道改修】   全川にわたる引堤

5 【河道改修】   全川にわたる堤防かさ上げ

6-1 【新たな施設】   遊水地(強首地区)＋河道掘削 ○

6-2 【新たな施設】   遊水地(大曲地区)＋河道掘削

6-3 【新たな施設】   遊水地(西野地区)＋河道掘削

7-1 【新たな施設】   放水路（放水路延長と効果区間が最短案）＋河道掘削

7-2 【新たな施設】   放水路（放水路延長と効果区間が中間案）＋河道掘削

7-3 【新たな施設】   放水路（放水路延長と効果区間が最長案）＋河道掘削

Ⅳ.河川を中心とした方策の組合せ 8
【既設ダムの活用及び新たな施設、河道改修の組み合わせ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水地（強首地区）＋河道掘削

○

9
【流域対策】
遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削

○

10
【流域対策】
遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋宅地のかさ上げ等＋土地利用規制＋河道掘削

11
【流域対策】
雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

12
【組合せ】
遊水地（強首地区）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

13
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削

○

14
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

15
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋雨水浸透＋雨水貯留
＋水田等の保全＋河道掘削

16
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水地＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

Ⅲ.新たな施設による治水対策

Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策

概略評価に
よる抽出(案)

河川を中心とした方策の組み合わせ

分類
ｹｰｽ
No.

治水対策案　（実施内容）

Ⅱ.河道改修による治水対策

流域を中心とした方策を取り入れた治水対策
河道改修等との組み合わせ

河川を中心とした方策を組み合わせた治水対策
流域を中心とした方策を取り入れた治水対策
これらの組み合わせ

Ⅴ.流域を中心とした治水対策

Ⅵ.  Ⅰ～Ⅴの組合せ
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【パブリックコメントにおける具体的治水対策案】
●過去の洪水の多くの場合に、その災害を既設ダムなどの施設とその運用（運転規則を含む）によって、大きく軽減できたはずである。

⇒ご意見を踏まえた治水対策としては、ダムの有効活用として既設ダムの操作ルールの見直しにより洪水調節能力を増強させ、下
流河川の流量を低減させる案を立案する。

◆パブリックコメントにおいて、治水対策案のご提案があり、検討の結果、「第３回検討の場」の概略評価による抽出した案に既設ダ
ム有効活用（予備放流）を追加で立案することとした。

※予備放流とは、ダムにおいて洪水調節の必要があると想定される場合、平常時は利水容量と
なっている水を前もって放流して洪水調節容量を確保すること

【治水対策案】
ケース２－４ 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋河道掘削 案
ケース８－２ 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋遊水地＋河道掘削 案
ケース１３－２ 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋遊水機能を有する土地

の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削 案

パブリックコメントでご提案のあった治水対策案（１）
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治水対策案の立案にあたっては、

①既設ダム（玉川ダムと皆瀬ダム）の有効活用による治水対策として、操作ルール見直しの手法には、予備放流（※）を採用する。
②予備放流方式の採用にあたり、「第３回検討の場」の概略評価による抽出した案と組み合わせることにより、さらに洪水調節効果

が図られ、河道配分流量が軽減できる。そのため、河道掘削が少なくなることによりコストが安価となる。

よって、概略評価による抽出した既設ダムの有効活用による治水対策を含む以下の３ケースに適用する。
ケース２－３ 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋河道掘削 案
ケース８ 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水地＋河道掘削 案
ケース１３ 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤

＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削 案



つばきがわ

椿川

おおまがり

大曲

お もの がわ ばし

雄物川橋

岩見ダム

協和ダム

南外ダム

鎧畑ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

板戸ダム

：河道掘削
：築堤

：対象ダム
：国管理ダム
：県管理ダム

【雄物川（国管理区間）】
■築堤

11.0～50.0km 左岸
52.8～56.6km 左岸
95.6～109.4km 左岸

17.0～37.8km 右岸
42.2～48.4km 右岸
50.4～56.6km 右岸
60.0～60.4km 右岸
78.4～81.6km 右岸

95.2～100.9km 右岸
107.0～109.4km 右岸

■河道掘削
1.1～31.0km
33.4～55.2km

57.8～63.2km
82.2～83.2km
96.4～99.6km

102.0～112.8km

玉川ダム

既設ダムの活用

既設ダムの活用

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤・河道掘削

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤

・河道配分流量に応じた
河道掘削

【玉川（国管理区間）】
■河道掘削

8.4～8.6km

【皆瀬川（国管理区間）】
■築堤

8.6～9.0km 左岸
7.2～9.0km 右岸

【成瀬川（国管理区間）】

■築堤
0.0～3.2km 左岸
0.0～0.4km 右岸
2.2～3.2km 右岸
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[ ]書き：河川整備計画相当案と同規模の目標流量
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桧木内川
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掘削土の有効活用

掘削土の有効活用

平水位 残土処理

ケース２－４：既設ダムの活用による治水対策案、河道改修との組合せ

■洪水調節施設諸元（ダム高、治水容量）
（既設）玉川ダム H=100.0m、V=1億700万m3 →玉川ダム未利用水の活用590万m3 +予備放流の活用80万m3

（既設）鎧畑ダム H= 58.5m、V= 3,200万m3

（既設）皆瀬ダム H= 66.5m、V= 1,620万m3 →皆瀬ダム予備放流の活用60万m3

■河道改修
築堤 V= 560万m3、掘削 V= 900万m3、残土処理 V= 280万m3、橋梁架替 1橋、
樋門･樋管新築 約60ヶ所、堰補修 1ヶ所、用地買収 A= 530ha、移転家屋 約120戸

※ダム利水容量活用について関係事業者や利水者との調整等が必要

◇治水対策案の概要
玉川ダムで現時点において未利用となっている利水容量（水道約590万m3）の活用とあわせて
玉川ダム、皆瀬ダムの予備放流を治水に有効活用することにより、洪水調節効果を強化する。
既設ダムの利水容量活用については、利水者や関係機関との調整が必要。
上記の既設ダム（玉川ダム、皆瀬ダム）の有効活用による洪水調節を実施し、河道配分流量
に応じた河道改修を実施し、河川整備計画相当案と同程度の安全度を確保する対策案とする。

【既設ダムの有効活用】玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋河道掘削

河道改修イメージ
凡例

現況河道

河川整備計画相当案河道

河川整備計画相当案

治水対策案

治水対策案河道

※残土処理は、再利用を考慮した仮置盛土を行う

※現在暫定堤となっている区間
は完成堤防高まで築堤する。

河川整備計画相当案の目標流量及び河道配分流量

※中流部で現在無堤の区
間はHWLまで築堤する。

未利用水の活用（水道590万m3）
予備放流の活用（80万m3）

予備放流の活用
（60万m3）
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サーチャージ水位 EL=402.4m

常時満水位 EL=397.4m

制限水位 EL=387.2m

洪水調節容量 10700万m3

利水容量

▼玉川ダム現行操作による容量

サーチャージ水位 EL=402.4m

常時満水位 EL=397.4m

洪水調節容量 10700万m3

洪水調節容量の確保

=約80万m3の増

未利用水活用・予備放流の実施
利水容量

=約670万m3の減

▼玉川ダム有効活用による容量

洪水調節容量の確保
(未利用水の活用)
=約590万m3の増

EL=386.1m

▼皆瀬ダム現行操作による容量

サーチャージ水位 EL=251.0m

常時満水位 EL=250.0m

制限水位 EL=237.5m

洪水調節容量 1620万m3

利水容量

▼皆瀬ダム有効活用による容量

サーチャージ水位 EL=251.0m

常時満水位 EL=250.0m

洪水調節容量 1620万m3

洪水調節容量確保
=約60万m3の増

利水容量
=約60万m3の減

予備放流の実施

EL=236.9m



つばきがわ

椿川

玉川ダム

おおまがり

大曲

お もの がわ ばし

雄物川橋

遊水地

既設ダムの活用

岩見ダム

協和ダム

南外ダム

鎧畑ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

板戸ダム

：河道掘削
：築堤

：対象ダム
：国管理ダム
：県管理ダム

【雄物川（国管理区間）】
■築堤

11.0～50.0km 左岸
52.8～56.6km 左岸
95.6～109.4km 左岸

17.0～37.8km 右岸
42.2～48.4km 右岸
50.4～56.6km 右岸
60.0～60.4km 右岸
78.4～81.6km 右岸

95.2～100.9km 右岸
107.0～109.4km 右岸

■河道掘削
1.1～31.0km
33.4～55.2km

57.8～63.2km
82.2～83.2km
96.4～99.6km

102.0～112.8km

既設ダムの活用

【玉川（国管理区間）】
■河道掘削

8.4～8.6km

【皆瀬川（国管理区間）】
■築堤

8.6～9.0km 左岸
7.2～9.0km 右岸

【成瀬川（国管理区間）】

■築堤
0.0～3.2km 左岸
0.0～0.4km 右岸
2.2～3.2km 右岸

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
と同規模の築堤

・河道配分流量に応じた
河道掘削

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤・河道掘削

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤・河道掘削
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[ ]書き：河川整備計画相当案と同規模の目標流量
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旭
川

皆瀬ダム

成瀬川
桧木内川

遊水地

H.W.L

樹木伐採

掘削土の有効活用

掘削土の有効活用

平水位
築堤及び遊水地の周囲堤
へ流用及び残土処理

掘削土の有効活用

H.W.L

樹木樹木伐採

掘削土の有効活用

平水位

■主な洪水調節施設諸元（ダム高、治水容量）
（既設）玉川ダム H=100.0m、V=1億700万m3 →玉川ダム未利用水の活用590万m3 +予備放流の活用80万m3

（既設）鎧畑ダム H= 58.5m、V=3,200万m3

（既設）皆瀬ダム H= 66.5m、V=1,620万m3 →皆瀬ダム予備放流の活用60万m3

（新設）遊水地 A=270ha
■河道改修

築堤 V= 560万m3、掘削 V= 760万m3、残土処理 V= 70万m3、橋梁架替 1橋、樋門･樋管 新築 約60ヶ所、
堰補修 1ヶ所、用地買収 A= 450ha、移転家屋 約120戸

■遊水地
周囲堤 V=60万m3、水門 1ヶ所、陸閘 2ヶ所、用地買収 A=20ha、地役権 A=270ha 

※新たに遊水地とする区域で、地域との合意形成を図ることが必要
※ダム利水容量活用について関係事業者や利水者との調整が必要

河道改修イメージ

【遊水地（強首地区）より下流】 【遊水地（強首地区）より上流】

凡例

現況河道

河川整備計画相当案河道

河川整備計画相当案

治水対策案

治水対策案河道

※残土処理は、再利用を考慮した仮置盛土を行う

河川整備計画相当案と同規模の目標流量及び河道配分流量

※中流部で現在無堤の区間は段階
的整備としてHWLまで築堤する。

※中流部で現在無堤の区間は段階
的整備としてHWLまで築堤する。

強首輪中堤

遊水地検討地区

ケース８－２：新たな施設による治水対策案 河道改修による組合せ

【河川を中心とした方策の組み合わせ】玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋遊水地＋河道掘削

未利用水の活用（水道590万m3）
予備放流の活用（80万m3）

予備放流の活用
（60万m3）

◇治水対策案の概要
玉川ダムで現時点において未利用となっている利水容量（水道約590万m3）の活用とあわせて
玉川ダム、皆瀬ダムの予備放流を治水に有効活用することにより、洪水調節効果を強化する。
既設ダムの利水容量活用については、利水者や関係機関との調整が必要。また、新たに遊水
地を設置する地域の土地所有者・関係機関等との調整が必要。
上記の既設ダム（玉川ダム、皆瀬ダム）の有効活用と遊水地による洪水調節を実施し、河道配
分流量に応じた河道改修を実施し、河川整備計画相当案と同程度の安全度を確保する対策案
とする。
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サーチャージ水位 EL=402.4m

常時満水位 EL=397.4m

制限水位 EL=387.2m

洪水調節容量 10700万m3

利水容量

▼玉川ダム現行操作による容量

サーチャージ水位 EL=402.4m

常時満水位 EL=397.4m

洪水調節容量 10700万m3

洪水調節容量の確保

=約80万m3の増

未利用水活用・予備放流の実施
利水容量
=約670万m3の減

▼玉川ダム有効活用による容量

洪水調節容量の確保
(未利用水の活用)

=約590万m3の増

EL=386.1m

▼皆瀬ダム現行操作による容量

サーチャージ水位 EL=251.0m

常時満水位 EL=250.0m

制限水位 EL=237.5m

洪水調節容量 1620万m3

利水容量

▼皆瀬ダム有効活用による容量

サーチャージ水位 EL=251.0m

常時満水位 EL=250.0m

洪水調節容量 1620万m3

洪水調節容量確保
=約60万m3の増

利水容量
=約60万m3の減

予備放流の実施

EL=236.9m



つばきがわ

椿川

玉川ダム

おおまがり

大曲

お もの がわ ばし

雄物川橋

既設ダムの活用

・遊水機能を有する土地の保全＋輪中堤

・部分的に低い堤防の存置＋二線堤
・土地利用規制

岩見ダム

協和ダム

南外ダム

鎧畑ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

板戸ダム

【雄物川（国管理区間）】
■築堤

11.0～13.1km 左岸
34.8～50.0km 左岸
52.8～56.6km 左岸

95.6～109.4km 左岸
31.4～37.8km 右岸
50.4～56.6km 右岸
60.0～60.4km 右岸
78.4～81.6km 右岸

95.2～100.9km 右岸
107.0～109.4km 右岸

■河道掘削
1.1～31.0km
33.4～55.2km

57.8～63.2km
82.2～83.2km
96.4～99.6km

102.0～112.8km
：河道掘削
：築堤
：遊水機能の保全区域

既設ダムの活用
：対象ダム
：国管理ダム
：県管理ダム

【玉川（国管理区間）】
■河道掘削

8.4～8.6km

【皆瀬川（国管理区間）】
■築堤

8.6～9.0km 左岸
7.2～9.0km 右岸

【成瀬川（国管理区間）】

■築堤
0.0～3.2km 左岸
0.0～0.4km 右岸
2.2～3.2km 右岸

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤

・河道配分流量に応じた
河道掘削

【国管理区間】
・河川整備計画相当案の築堤
・河道配分流量に応じた河道掘削

【国管理区間】
・河川整備計画相当案の
築堤・河道掘削

【国管理区間】
・遊水機能を有する
土地の保全

・河道配分流量に応じた
河道掘削

［7,100］
5,800

岩
見
川

日
本
海

玉
川

4,400

横
手
川

皆
瀬
川

3,100

●
雄
物
川
橋

鎧畑ダム

：基準地点

玉川ダム

国
管
理
区
間

：主要地点

：既設ダム

[ ]書き：河川整備計画相当案と同規模の目標流量

●
大
曲

■
椿
川

●
河
口

←6,000

旭
川

皆瀬ダム

成瀬川
桧木内川

・遊水機能を有する土地の保全＋輪中堤
・部分的に低い堤防の存置＋二線堤等
・土地利用規制

H.W.L

樹木伐採

掘削土の有効活用

掘削土の有効活用

平水位 輪中堤及び二線堤への流用

輪中堤及び二線堤への流用

■洪水調節施設諸元（ダム高、治水容量）
（既設）玉川ダム H=100.0m、V=1億700万m3 →玉川ダム未利用水の活用590万m3 +予備放流の活用80万m3

（既設）鎧畑ダム H= 58.5m、V= 3,200万m3

（既設）皆瀬ダム H= 66.5m、V= 1,620万m3 →皆瀬ダム予備放流の活用60万m3

■流域対策
（新設）輪中堤 V=280万m3、二線堤 V=200万m3、ＪＲ防御堤 L=4km、一般道かさ上げ L=35km

■河道改修
築堤 V= 230万m3、掘削 V= 620万m3、橋梁架替 1橋、樋門･樋管 新築 約60ヶ所、堰補修 1ヶ所、
用地買収 A= 310ha、移転家屋 約120戸

※ダム利水容量活用について関係事業者や利水者との調整等が必要。
※流域対策を実施する地域との合意形成を図ることが必要

河道改修イメージ

※現在暫定堤となっている区間は
完成堤防高まで築堤する。

凡例

現況河道

河川整備計画相当案河道

河川整備計画相当案

治水対策案

治水対策案河道

無堤区間と輪中堤のイメージ

宅地を守る輪中堤
遊水による流量低減

遊 水

【遊水・越水区域より上流】

ケース１３－２：既設ダムの活用、流域を中心とした対策、河道改修 これらの組合せ

【組合せ】玉川ダム容量活用＋既設ダム有効活用（予備放流）＋遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置
＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削

予備放流の活用
（60万m3）

河川整備計画相当案と同規模の目標流量及び河道配分流量 未利用水の活用（水道590万m3）
予備放流の活用（80万m3）

◇治水対策案の概要
玉川ダムで現時点において未利用となっている利水容量（水道約590万m3）の活用とあわせて
玉川ダム、皆瀬ダムの予備放流を治水に有効活用することにより、洪水調節効果を強化する。
流域対策として、無堤区間（左岸16ｋ～32ｋ、右岸20ｋ～31ｋ、右岸42ｋ～48ｋ)及び暫定堤防区
間（左岸36ｋ～50ｋ、右岸31ｋ～38ｋ）を存置することにより、遊水及び越水による流量低減を
図るとともに、河道配分流量に応じた河道掘削を実施。
あわせて、遊水や越水に対しては、「輪中堤」（無堤区間）、「二線堤」（暫定堤防区間）により、
家屋浸水を防止する。
既設ダムの利水者等との調整等が必要であるとともに、流域対策の実施対象となっている地
域との十分な合意形成を図ることが必要。
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▼皆瀬ダム現行操作による容量

サーチャージ水位 EL=251.0m

常時満水位 EL=250.0m

制限水位 EL=237.5m

洪水調節容量 1620万m3

利水容量

▼皆瀬ダム有効活用による容量

サーチャージ水位 EL=251.0m

常時満水位 EL=250.0m

洪水調節容量 1620万m3

洪水調節容量確保
=約60万m3の増

利水容量
=約60万m3の減

予備放流の実施

EL=236.9m

サーチャージ水位 EL=402.4m

常時満水位 EL=397.4m

制限水位 EL=387.2m

洪水調節容量 10700万m3

利水容量

▼玉川ダム現行操作による容量

サーチャージ水位 EL=402.4m

常時満水位 EL=397.4m

洪水調節容量 10700万m3

洪水調節容量の確保

=約80万m3の増

未利用水活用・予備放流の実施
利水容量

=約670万m3の減

▼玉川ダム有効活用による容量

洪水調節容量の確保
(未利用水の活用)

=約590万m3の増

EL=386.1m



パブリックコメントを踏まえ追加した治水対策案の概略評価（１）

【パブリックコメントを踏まえて追加する治水対策案２－４、８－２、１３－２】

＜概略評価による治水対策案の抽出の整理＞

ケース２－１～２－４ 「Ⅰ．既設ダムの有効活用による治水対策案」
ケース８～８－２ 「Ⅳ．河川を中心とした方策の組合せ」
ケース１３～１３－２ 「Ⅵ．I～Ｖの組合せ」

・コストは、Ⅰ、Ⅳ、Ⅵ分類のそれぞれのケースで、既設ダムの有効活用（予備放流）を組み合わ
せたケース２－４、８－２、１３－２は、概略評価ではケース２－３、８、１３と同等である。

・既設ダムの有効活用（予備放流）を組み合わせたケースは、より洪水調節効果が得られ、河道掘
削量が軽減できる。また、技術上の観点から実現性の隘路となる要素はない。

上記のことから、「既設ダム有効活用（予備放流） 」を組み合わせた、ケース２－４、ケース８－２、

１３－２を抽出する。
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：パブリックコメントを踏まえ追加する治水対策案

概算
事業費
（億円）

第3回
判定

第4回
判定

・コスト ・治水対策案2-3、2-4の2案よりもコストが高い。

・コスト ・治水対策案2-3、2-4の2案よりもコストが高い。

・コスト ・コストは治水対策案2-4と同等であるが、予備放流による効果相当分の河道掘削量が多くなる。

・コスト ・コストは治水対策案8-2と同等であるが、予備放流による効果相当分の河道掘削量が多くなる。

・コスト ・コストは治水対策案13-2と同等であるが、予備放流による効果相当分の河道掘削量が多くなる。

分類
ｹｰｽ
No.

治水対策案　（実施内容）

概略評価による抽出

不適当と考えた理由と該当する評価軸

Ⅰ.既設ダムの
　　有効活用に
　　よる治水対策

2-1 【既設ダムの活用】   玉川ダムかさ上げ＋河道掘削 2,100 × ×

2-2 【既設ダムの活用】   皆瀬ダムかさ上げ＋河道掘削 1,900 × ×

2-3 【既設ダムの活用】   玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋河道掘削 1,800 ○ ×

2-4
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋河
道掘削

1,800 － ○

Ⅳ.河川を中心
　　とした方策
　　の組み合わせ

8
【既設ダムの活用及び新たな施設、河道改修の組み合わせ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水地（強首地区）＋河道掘削

1,700 ○ ×

8-2
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋遊
水地（強首地区）＋河道掘削

1,700 － ○

Ⅵ.Ⅰ～Ⅴ
　　の組合せ

13
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水機能を有する土地の保全＋部
分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削

2,000 ○ ×

13-2
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋遊
水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線
堤＋土地利用規制＋河道掘削

2,000 － ○



パブリックコメントでご提案のあった治水対策案（２）

【パブリックコメントにおける具体的治水対策案】

●雄物川中流の強首地区から新波地区の区間において、川を直線とする。

⇒ご意見を踏まえた治水対策案としては、河道全てを付替える捷水路案、洪水を分担する分水路案、現在の河道を遊水地
として活用し捷水路とする案の３ケースを立案する。本対策案は河道改修を主体とすることから、概略評価の「河道改修に
よる治水対策案」として、ケース３河道掘削案を基本として立案する（それぞれ、ケース３－２、３－３、３－４とする）。

⇒設置する捷水路及び分水路は山地部を避け、自然流下が可能な縦断勾配を確保できるルートとし、開水路を新たに開削
するものとする。

⇒発生した土砂は、築堤及び旧河道の埋め立て等に極力流用するものとし、残土は処理する。

◆パブリックコメントにおいて、治水対策案のご提案があり、検討の結果以下の治水対策案３－２、３－３，３－４
の３案を追加で立案することとした。

【治水対策案】
ケース３－２ 中流部捷水路＋河道掘削 案

強首地区～新波地区の大きく蛇行している区間において、「ケース３河道掘削案」の河道配分流量を流下
させる新たな捷水路を設置し、現在の河道は埋め立てとする。

ケース３－３ 中流部分水路（現況河道存置）＋河道掘削 案
強首地区～新波地区の大きく蛇行している区間において、現況の河道流下能力分は現在の河道で流下さ
せるものとし、「ケース３河道掘削案」の河道配分流量に対して不足する流量を分水路により流下させる。

ケース３－４ 中流部捷水路（現況河道を遊水地として活用）＋河道掘削 案
強首地区～新波地区の大きく蛇行している区間において、現在の河道は遊水地として活用し、洪水調節後
の流量を流下させる新たな捷水路を設置する。
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つばきがわ

椿川

おおまがり

大曲

お もの がわ ばし

雄物川橋

岩見ダム

協和ダム

南外ダム

鎧畑ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

板戸ダム

：河道掘削
：築堤
：捷水路
：河道埋立

：対象ダム
：国管理ダム
：県管理ダム

【雄物川（国管理区間）】
■築堤

11.0～31.0km 左岸
42.2～50.0km 左岸
52.8～56.6km 左岸

95.6～109.4km 左岸
17.0～31.0km 右岸
42.2～48.4km 右岸
50.4～56.6km 右岸
60.0～60.4km 右岸

78.4～81.6km 右岸
95.2～100.9km 右岸

107.0～109.4km 右岸
■河道掘削

1.1～31.0km

42.0～55.2km
57.8～63.2km
82.2～83.2km
96.4～99.6km

102.0～112.8km

玉川ダム

捷水路

現河道埋立

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤・河道掘削

【玉川（国管理区間）】
■河道掘削

8.4～8.6km

【皆瀬川（国管理区間）】
■築堤

8.6～9.0km 左岸
7.2～9.0km 右岸

【成瀬川（国管理区間）】

■築堤
0.0～3.2km 左岸
0.0～0.4km 右岸
2.2～3.2km 右岸

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
と同規模の築堤

・河道配分流量に応じた
河道掘削

H.W.L

樹木伐採

掘削土の有効活用

掘削土の有効活用

平水位
築堤及び遊水地の周囲堤
へ流用及び残土処理

［7,100］
7,000

岩
見
川

日
本
海

玉
川

4,400

横
手
川

皆
瀬
川

3,100

●
雄
物
川
橋

鎧畑ダム

：基準地点

玉川ダム

国
管
理
区
間

：主要地点

：既設ダム

[ ]書き：河川整備計画相当案と同規模の目標流量

●
大
曲

■
椿
川

●
河
口

←7,300

旭
川

皆瀬ダム

成瀬川
桧木内川捷水路

■主な洪水調節施設諸元（ダム高、治水容量）
（既設）玉川ダム H=100.0m、V=1億700万m3

（既設）鎧畑ダム H= 58.5m、V= 3,200万m3

（既設）皆瀬ダム H= 66.5m、V= 1,620万m3

■河道改修
築堤 V= 430万m3、掘削 V= 800万m3、残土処理 V= 320万m3、橋梁架替 1橋、
樋門･樋管 新築 約50ヶ所、堰補修 1ヶ所、用地買収 A= 430ha、移転家屋 約90戸

■捷水路 開水路 L=約4.0㎞、掘削 V=1,200万m3、築堤 V=50万m3、現河道埋立 V=1,100万m3、
捷水路用地買収 A=110ha

※新たに捷水路とする区域で、地域との合意形成を図ることが必要

ケース３－２：河道改修による治水対策案

◇治水対策案の概要
強首地区～新波地区の大きく蛇行している区間において「ケース３河道掘削案」の河道配分流
量を流下させる新たな捷水路を設置し、現在の河道は埋め立てとする。設置する捷水路は、自
然流下が可能な縦断勾配を確保するものとし、構造は山地部を避けて開水路で対応する。
捷水路の上下流区間は、治水対策案ケース３河道掘削案と同じ河道改修が必要となる。
捷水路上流区間については捷水路完成後、河道掘削や築堤を行う対策となる。
新たに捷水路を設置する地域の地権者・関係機関等との調整が必要。

捷水路上下流河道改修イメージ

【河道改修】中流部捷水路＋河道掘削

捷水路イメージ

500m

河川整備計画相当案と同規模の目標流量及び河道配分流量

現河道の埋立に流用

H.W.L

掘削土の有効活用 掘削土の有効活用

約250m

凡例

現況河道

河川整備計画相当案河道

河川整備計画相当案

治水対策案

治水対策案河道

縦断イメージ

河床高1/2500

HWL
HWL

本川 捷水路（開削工）
L=4.0km

本川

現川

※現在暫定堤となっている区間は
完成堤防高まで築堤する。

※中流部で現在無堤の
区間は段階的整備とし
てHWLまで築堤する。

河道掘削：河道配分流量を計画高水位以下で流下させるために必要な河積を確保する対策

現河道埋立

強首輪中堤

捷水路 L=4.0km
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つばきがわ

椿川

おおまがり

大曲

お もの がわ ばし

雄物川橋

岩見ダム

協和ダム

南外ダム

鎧畑ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

板戸ダム

【雄物川（国管理区間）】
■築堤

11.0～31.0km 左岸
42.2～50.0km 左岸
52.8～56.6km 左岸

95.6～109.4km 左岸
17.0～31.0km 右岸
42.2～48.4km 右岸
50.4～56.6km 右岸
60.0～60.4km 右岸

78.4～81.6km 右岸
95.2～100.9km 右岸

107.0～109.4km 右岸
■河道掘削

1.1～31.0km

42.0～55.2km
57.8～63.2km
82.2～83.2km
96.4～99.6km

102.0～112.8km

玉川ダム

分水路

：河道掘削
：築堤
：分水路

：対象ダム
：国管理ダム
：県管理ダム

【玉川（国管理区間）】
■河道掘削

8.4～8.6km

【皆瀬川（国管理区間）】
■築堤

8.6～9.0km 左岸
7.2～9.0km 右岸

【成瀬川（国管理区間）】

■築堤
0.0～3.2km 左岸
0.0～0.4km 右岸
2.2～3.2km 右岸

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
と同規模の築堤

・河道配分流量に応じた
河道掘削

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤・河道掘削

［7,100］
7,000

岩
見
川

日
本
海

玉
川

4,400

横
手
川

皆
瀬
川

3,100

●
雄
物
川
橋

鎧畑ダム

：基準地点

玉川ダム

国
管
理
区
間

：主要地点

：既設ダム

[ ]書き：河川整備計画相当案と同規模の目標流量

●
大
曲

■
椿
川

●
河
口

←7,300

旭
川

皆瀬ダム

成瀬川
桧木内川

分水路

H.W.L

樹木伐採

掘削土の有効活用

掘削土の有効活用

平水位
築堤及び遊水地の周囲堤
へ流用及び残土処理

■主な洪水調節施設諸元（ダム高、治水容量）
（既設）玉川ダム H=100.0m、V=1億700万m3

（既設）鎧畑ダム H= 58.5m、V= 3,200万m3

（既設）皆瀬ダム H= 66.5m、V= 1,620万m3

■河道改修
築堤 V= 560万m3、掘削 V= 800万m3、残土処理 V= 240万m3、橋梁架替 1橋、
樋門･樋管 新築 約60ヶ所、堰補修 1ヶ所、用地買収 A= 490ha、移転家屋 約120戸

■分水路 開水路 L=約4.0㎞、掘削 V=480万m3、築堤 V=50万m3、残土処理 V=260万m3、現河道埋立 V=160万m3、
分水路用地買収 A=60ha、残土処理用地買収 A=50ha

※新たに分水路とする区域で、地域との合意形成を図ることが必要

ケース３－３：河道改修による治水対策案

◇治水対策案の概要
強首地区～新波地区の大きく蛇行している区間において現在の河道流下能力分は現在の河道
で流下させるものとし、「ケース３河道掘削案」の河道配分流量に対して不足する流量を分水路
により流下させる。
設置する分水路は、自然流下が可能な縦断勾配を確保するものとし、構造は山地部を避けて
開水路で対応する。
分水路の上下流区間は、治水対策案ケース３河道掘削案と同じ河道改修が必要となる。
分水路上流区間は分水路完成後、河道掘削や築堤を行う対策とする。
新たに分水路を設置する地域の地権者・関係機関等との調整が必要。

分水路上下流河道改修イメージ

【河道改修】中流部分水路（現河道存置）＋河道掘削

分水路イメージ

500m

河川整備計画相当案と同規模の目標流量及び河道配分流量

H.W.L

掘削土の有効活用 掘削土の有効活用

残土処理（一部現河道埋立に流用）

約110m

凡例

現況河道

河川整備計画相当案河道

河川整備計画相当案

治水対策案

治水対策案河道※残土処理は、再利用を考慮した仮置盛土を行う

分水路概略形状

※現在暫定堤となっている区間は
完成堤防高まで築堤する。

※中流部で現在無堤の
区間は段階的整備とし
てHWLまで築堤する。

縦断イメージ

河床高1/2500

HWL
HWL

本川 捷水路（開削工）
L=4.0km

本川

現川

河道掘削：河道配分流量を計画高水位以下で流下させるために必要な河積を確保する対策

強首輪中堤

分水路 L=4.0km

現河道埋立
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つばきがわ

椿川

おおまがり

大曲

お もの がわ ばし

雄物川橋

岩見ダム

協和ダム

南外ダム

鎧畑ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

板戸ダム

：河道掘削
：築堤
：捷水路
：遊水地

：対象ダム
：国管理ダム
：県管理ダム

【雄物川（国管理区間）】
■築堤

11.0～31.0km 左岸
42.2～50.0km 左岸
52.8～56.6km 左岸

95.6～109.4km 左岸
17.0～31.0km 右岸
42.2～48.4km 右岸
50.4～56.6km 右岸
60.0～60.4km 右岸

78.4～81.6km 右岸
95.2～100.9km 右岸

107.0～109.4km 右岸
■河道掘削

1.1～31.0km

42.0～55.2km
57.8～63.2km
82.2～83.2km
96.4～99.6km

102.0～112.8km

玉川ダム

捷水路

遊水地

【玉川（国管理区間）】
■河道掘削

8.4～8.6km

【皆瀬川（国管理区間）】
■築堤

8.6～9.0km 左岸
7.2～9.0km 右岸

【成瀬川（国管理区間）】

■築堤
0.0～3.2km 左岸
0.0～0.4km 右岸
2.2～3.2km 右岸

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
と同規模の築堤

・河道配分流量に応じた
河道掘削

【国管理区間】
・河川整備計画相当案
の築堤・河道掘削

H.W.L

樹木樹木伐採

掘削土の有効活用

平水位

上流地区の掘削度
を有効活用

H.W.L

樹木伐採

掘削土の有効活用

平水位 残土処理

［7,100］
6,400

岩
見
川

日
本
海

玉
川

4,400

横
手
川

皆
瀬
川

3,100

●
雄
物
川
橋

鎧畑ダム

：基準地点

玉川ダム

国
管
理
区
間

：主要地点

：既設ダム

[ ]書き：河川整備計画相当案と同規模の目標流量

●
大
曲

■
椿
川

●
河
口

←6,700

旭
川

皆瀬ダム

成瀬川
桧木内川捷水路

遊水地

H.W.L

掘削土の有効活用 掘削土の有効活用

残土処理（一部現河道埋立に流用）

約230m

■主な洪水調節施設諸元（ダム高、治水容量）
（既設）玉川ダム H=100.0m、V=1億700万m3

（既設）鎧畑ダム H= 58.5m、V= 3,200万m3

（既設）皆瀬ダム H= 66.5m、V= 1,620万m3

（現河道）遊水地 V= 約940万m3

■河道改修
築堤 V= 430万m3、掘削 V= 650万m3、残土処理 V= 160万m3、橋梁架替 1橋、
樋門･樋管 新築 約60ヶ所、堰補修 1ヶ所、用地買収 A= 410ha、移転家屋 約90戸

■捷水路 開水路 L=約4.0㎞、掘削 V=1,100万m3、築堤 V=50万m3、残土処理 V=900万m3、
捷水路用地買収 A= 100ha、残土処理用地買収 A=180ha、現河道埋立 V=160万m3

※新たに捷水路とする区域で、地域との合意形成を図ることが必要

ケース３－４：河道改修による治水対策案

◇治水対策案の概要
強首地区～新波地区の大きく蛇行している区間において、現在の河道は遊水地として活用し、
洪水調節後の流量を流下させる新たな捷水路を設置する。
設置する捷水路は、自然流下が可能な縦断勾配を確保するものとし、構造は山地部を避けて
開水路で対応する。
捷水路上流区間については捷水路完成後、河道掘削や築堤を行う対策となる。
新たに捷水路を設置する地域の地権者・関係機関等との調整が必要。

捷水路及び遊水地上下流河道改修イメージ

【河道改修】中流部捷水路（現河道遊水地）＋河道掘削

捷水路イメージ凡例

現況河道

河川整備計画相当案河道

河川整備計画相当案

治水対策案

治水対策案河道
※残土処理は、再利用を考慮した仮置盛土を行う

500m

河川整備計画相当案と同規模の目標流量及び河道配分流量

縦断イメージ

河床高1/2500

HWL
HWL

本川 捷水路（開削工）
L=4.0km

本川

現川

遊水地(現河道)より下流区間の改修イメージ 遊水地(現河道)より上流区間の改修イメージ

河道掘削：河道配分流量を計画高水位以下で流下させるために必要な河積を確保する対策

遊水地
（現河道）

強首輪中堤

捷水路 L=4.0km

水門

現河道埋立
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パブリックコメントを踏まえ追加した治水対策案の概略評価

【パブリックコメントを踏まえて追加する治水対策案３－２、３－３、３－４】

ケース３－２ 中流部捷水路＋河道掘削 案

ケース３－３ 中流部分水路（現河道存置）＋河道掘削 案

ケース３－４ 中流部捷水路（現河道を遊水地として活用）＋河道掘削 案

概略評価による抽出（案）で示した治水対策案２－３、３、６－１、８、９、１３よりもコスト
が高いため、概略評価で抽出する案としない。

- 11 -



概略評価による治水対策案の抽出の整理

- 12-

：概略評価により抽出した治水対策案

：ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄを踏まえ抽出した治水対策案

概算
事業費
（億円）

第3回
判定

第4回
判定

河川整備計画相当案 1 【河川整備計画相当案】   成瀬ダム＋築堤及び河道掘削 1,600

・コスト ・ケース2-3よりもコストが高い。

・コスト ・ケース2-3よりもコストが高い。

・コスト

・コスト ・ケース3よりもコストが高い。

・コスト ・ケース3よりもコストが高い。

・実現性
・当該地区は、昭和20年代から河道改修を主とした整備で大曲捷水路をはじめとして堤防が完成し守られている地域であり、新たな遊水地整備は地域にとってこれま
で想定していなかったことから、地域との合意形成に相当の時間を要する。

・コスト ・ケース6-1よりもコストが高い。

・実現性
・当該地区は、昭和10年代から本格的に河道改修が開始された結果堤防が完成し守られている地域であり、新たな遊水地整備は地域にとってこれまで想定していな
かったことから、地域との合意形成に相当の時間を要する。

・コスト ・ケース6-1よりもコストが高い。

・コスト ・ケース6-1よりもコストが高い。

・コスト ・ケース6-1よりもコストが高い。

・コスト

・コスト ・ケース９よりもコストが高い

・コスト ・ケース９よりもコストが高い。

・実現性
・雨水貯留及び雨水浸透対策は学校・公園約300箇所、水田等の保全は水田約570km2、ため池24箇所をそれぞれ対象としており、施設の整備、維持管理、洪水時管
理等、治水効果を実現及び継続するための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

・コスト ・ケース13、ケース14よりもコストが高い。

・実現性
・雨水貯留及び雨水浸透対策は学校・公園約300箇所、水田等の保全は水田約570km2、ため池24箇所をそれぞれ対象としており、施設の整備、維持管理、洪水時管
理等、治水効果を実現及び継続するための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

・コスト

・コスト ・ケース14は、ケース2-3とケース11の治水対策案を組み合わせたものであり、それらのうちケース2-3のコストよりも高い。

・実現性
・雨水貯留及び雨水浸透対策は学校・公園約300箇所、水田等の保全は水田約570km2、ため池24箇所をそれぞれ対象としており、施設の整備、維持管理、洪水時管
理等、治水効果を実現及び継続するための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

・コスト ・ケース13、ケース14よりもコストが高い。

・実現性
・雨水貯留及び雨水浸透対策は学校・公園約300箇所、水田等の保全は水田約570km2、ため池24箇所をそれぞれ対象としており、施設の整備、維持管理、洪水時管
理等、治水効果を実現及び継続するための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

・コスト ・ケース13、ケース14よりもコストが高い。

・実現性
・雨水貯留及び雨水浸透対策は学校・公園約300箇所、水田等の保全は水田約570km2、ため池24箇所をそれぞれ対象としており、施設の整備、維持管理、洪水時管
理等、治水効果を実現及び継続するための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

概算
事業費
（億円）

第3回
判定

第4回
判定

2-4 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋河道掘削 1800 － ○

3-2 中流部捷水路＋河道改修 2,500 － × ・コスト ・治水対策案2-3、3、6-1、8、9、13の6案よりもコストが高い。

3-3 中流部分水路（現河道存置)＋河道改修 2,300 － × ・コスト ・治水対策案2-3、3、6-1、8、9、13の6案よりもコストが高い。

3-4 中流部捷水路（現河道を遊水地として活用）＋河道改修 2,900 － × ・コスト ・治水対策案2-3、3、6-1、8、9、13の6案よりもコストが高い。

8-2
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋
遊水地（強首地区）＋河道掘削

1,700 － ○

13-2
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）＋
遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削

2,000 － ○

パブリックコメントを踏まえ追加する
治水対策案

・コストは治水対策案2-4と同等であるが、予備放流による効果相当分の河道掘削量が多くなる。

・コストは治水対策案8-2と同等であるが、予備放流による効果相当分の河道掘削量が多くなる。

・コストは治水対策案13-2と同等であるが、予備放流による効果相当分の河道掘削量が多くなる。

16
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水地＋雨水浸透＋雨水貯留＋
水田等の保全＋河道掘削

2,300 × ×

分類
ｹｰｽ
No.

治水対策案　（実施内容）

概略評価による抽出

不適当と考えた理由と該当する評価軸

15
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋
輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

2,600 × ×

14
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

2,000 × ×

× ×

13
【組合せ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水機能を有する土地の保全＋
部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削

2,000 ○ ×

11
【流域対策】
雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

2,100 × ×

河
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入
れ

た
治
水
対
策
こ

れ
ら
の
組
み
合

わ
せ

Ⅵ.  Ⅰ～Ⅴの組合せ

12
【組合せ】
遊水地（強首地区）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

2,200

10
【流域対策】
遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋宅地のかさ上げ等＋
土地利用規制＋河道掘削

2,500 × ×

×

流
域

を
中
心
と
し
た

方
策

を
取

り
入
れ
た
治
水

対
策

河
道

改
修
等
と
の
組

み
合

わ
せ

Ⅴ.流域を中心とした
    治水対策

9
【流域対策】
遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤＋二線堤＋
土地利用規制＋河道掘削

1,900 ○ ○

7-3 【新たな施設】   放水路（放水路延長と効果区間が最長案）＋河道掘削 2,100 × ×

Ⅳ.河川を中心とし
　　た方策の組合せ

8
【既設ダムの活用及び新たな施設、河道改修の組み合わせ】
玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋遊水地（強首地区）＋河道掘削

1,700 ○

7-1 【新たな施設】   放水路（放水路延長と効果区間が最短案）＋河道掘削 1,900 × ×

7-2 【新たな施設】   放水路（放水路延長と効果区間が中間案）＋河道掘削 2,300 × ×

6-3 【新たな施設】   遊水地(西野地区)＋河道掘削 1,800 × ×

○

6-2 【新たな施設】   遊水地(大曲地区)＋河道掘削 1,700 × ×

5 【河道改修】   全川にわたる堤防かさ上げ 1,900 × ×

Ⅲ.新たな施設
    による治水対策

6-1 【新たな施設】   遊水地(強首地区)＋河道掘削 1,700 ○

○

4 【河道改修】   全川にわたる引堤 3,600 × ×

2-3 【既設ダムの活用】   玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋河道掘削 1,800 ○ ×

Ⅱ.河道改修
    による治水対策

3 【河道改修】   全川にわたる河道掘削 1,800 ○

× ×

2-2 【既設ダムの活用】   皆瀬ダムかさ上げ＋河道掘削 1,900 × ×

分類
ｹｰｽ
No.

治水対策案　（実施内容）

概略評価による抽出

不適当と考えた理由と該当する評価軸

河
川

を
中
心
と
し
た

方
策
の
組
み
合

わ
せ

Ⅰ.既設ダムの有効活用
    による治水対策

2-1 【既設ダムの活用】   玉川ダムかさ上げ＋河道掘削 2,100
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５） ６） ７） １３） １４） １５） １６） １８） １９） ２１） ２２） ２３）

１）

ダムの
有効活用
（玉川ダム
かさ上げ）

ダムの
有効活用
（皆瀬ダム
かさ上げ）

ダムの
有効活用
（玉川ダム
容量活用)

既設ダム
有効活用
（予備放流）

遊水地
(強首地区)

遊水地
（大曲地区）

遊水地
（西野地区）

放水路
(区間最短)

放水路
（中間案）

放水路
（区間最長）

河道の
掘削

引堤
堤防の

かさ上げ

河川整備計画
相当案

1 成瀬ダム 築堤 河道の掘削 ①

2-1 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（玉川ダム
かさ上げ）

玉川合流点
から上流側
河道の掘削

2-2 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（皆瀬ダム
かさ上げ）

雄物川橋
から上流側
河道の掘削

2-3 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（玉川ダム
容量活用)

河道の掘削

2-4 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（玉川ダム
容量活用)

既設ダム
有効活用

（予備放流）
河道の掘削 ②

3 築堤 河道の掘削 河道の掘削 ③

3-2 築堤 河道の掘削 河道の掘削
（中流部捷水路）

3-3 築堤 河道の掘削 河道の掘削
（中流部分水路）

3-4 築堤 河道の掘削 河道の掘削
（捷水路+遊水地）

4
引堤位置で
所要の築堤

河道の掘削 引堤

5 築堤 河道の掘削
堤防の

かさ上げ

6-1 築堤 河道の掘削
遊水地

(強首地区)

遊水地
上流での

河道の掘削
④

6-2 築堤 河道の掘削
遊水地

（大曲地区）

遊水地
上流での

河道の掘削

6-3 築堤 河道の掘削
遊水地

（西野地区）

遊水地
上流での

河道の掘削

7-1 築堤 河道の掘削
放水路

(区間最短)

放水路
上流での

河道の掘削

7-2 築堤 河道の掘削
放水路

（中間案）

放水路
上流での

河道の掘削

7-3 築堤 河道の掘削
放水路

（区間最長）

放水路
上流での

河道の掘削

8 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（玉川ダム
容量活用）

遊水地
(強首地区)

遊水地
上流での

河道の掘削

8-2 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（玉川ダム
容量活用）

既設ダム
有効活用

（予備放流）

遊水地
(強首地区)

遊水地
上流での

河道の掘削
⑤

9
             ※1

中流部以外
の築堤

河道の掘削※2

（中流部より
下流は縮小）

中流部より
上流側の

河道の掘削

遊水機能を
有する土地
の保全

部分的に低い
堤防の存置

輪中堤 二線堤
土地利用

規制
⑥

10
             ※1

中流部以外
の築堤

河道の掘削※2

（中流部より
下流は縮小）

中流部より
上流側の

河道の掘削

遊水機能を
有する土地
の保全

部分的に低い
堤防の存置

宅地のかさ上
げ、ピロティ建
築等

土地利用
規制

11
             ※1

中流部以外
の築堤

河道の掘削 河道の掘削
雨水貯留

施設
雨水浸透

施設
水田等
の保全

12
             ※1

中流部以外
の築堤

河道の掘削
遊水地

(強首地区)

遊水地
上流での

河道の掘削

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

水田等
の保全

13
             ※1

中流部以外
の築堤

河道の掘削※2

（中流部より
下流は縮小）

ダムの有効活用
（玉川ダム
容量活用）

中流部より
上流側の

河道の掘削

遊水機能を
有する土地
の保全

部分的に低い
堤防の存置

輪中堤 二線堤
土地利用

規制

13-2
             ※1

中流部以外
の築堤

河道の掘削※2

（中流部より
下流は縮小）

ダムの有効活用
（玉川ダム
容量活用）

既設ダム
有効活用

（予備放流）

中流部より
上流側の

河道の掘削

遊水機能を
有する土地
の保全

部分的に低い
堤防の存置

輪中堤 二線堤
土地利用

規制
⑦

14 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（玉川ダム
容量活用）

玉川合流点
から上流側
河道の掘削

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

水田等
の保全

15
             ※1

中流部以外
の築堤

河道の掘削※2

（中流部より
下流は縮小）

ダムの有効活用
（玉川ダム
容量活用）

中流部より
上流側の

河道の掘削

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

遊水機能を
有する土地
の保全

部分的に低い
堤防の存置

輪中堤 二線堤
土地利用

規制
水田等
の保全

16 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用

（玉川ダム
容量活用）

遊水地
(強首地区)

玉川合流点
から上流側
河道の掘削

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

水田等
の保全

流
域
を
中
心
と
し
た

方
策
を
取
り
入
れ
た

治
水
対
策
河
道
改
修

等
と
の
組
み
合
わ
せ

Ⅴ.流域を中心
    とした
    治水対策

河
川
を
中
心
と
し
た
方
策
を
組
み
合
わ
せ

た
治
水
対
策
流
域
を
中
心
と
し
た
方
策
を

取
り
入
れ
た
治
水
対
策
こ
れ
ら
の
組
み
合

わ
せ

Ⅵ.  Ⅰ～Ⅴ
      の組合せ

※1 ：  『中流部以外』とは、15)「遊水機能を有する土地の保全」、16)「部分的に低い堤防の存置」 の対象区間以外を示す。
※2 ：  『中流部より下流』とは、15)「遊水機能を有する土地の保全」、16)「部分的に低い堤防の存置」 の対象区間よりも下流の区間を示す。

水田等
の保全ダム

河
川
を
中
心
と
し
た
方
策
の
組
み
合
わ
せ

Ⅰ.既設ダムの
    有効活用
    による
    治水対策

Ⅱ.河道改修
    による
    治水対策

Ⅲ.新たな施設
    による
    治水対策

Ⅳ.河川を中心
    とした方策
    の組合せ

遊水機能
を有する
土地の
保全

部分的に
低い堤防
の存置

輪中堤 二線堤

宅地の
かさ上げ、
ピロティ
建築等

土地利用
規制

ダムの有効活用 遊水地 放水路
河道改修

（治水対策案１の河道
改修に追加する内容）

雨水
貯留
施設

雨水
浸透
施設

治水対策案

河川を中心とした方策 流域を中心とした方策

新Ｎｏ．

河川整備計画相当案の整備 ２） ３） ４）

河道改修



・パブリックコメントにおいて、概略評価（案）で抽出しなかった治水対策案を支持する意見はなかった。
・なお、検討の場での構成員からのご意見において、概略評価（案）で抽出しなかった治水対策案を支持する意見はなかった。

概略評価により抽出した治水対策案

【パブリックコメントを踏まえた概略評価】

概略評価で抽出した治水対策案７案の実施内容は下記のとおり

※分類Ⅰ～Ⅵの実施内容は上記のほか、河川整備計画相当案と同規模の河道の掘削、堤防の整備等を含む。

・パブリックコメントにおいて、今回立案した複数の治水対策案以外の具体的対策案のご提案があり、概略評価の結果、「既設ダム

有効活用（予備放流）」について抽出する案とする。

・なお、検討の場での構成員からのご意見において、今回立案した複数の治水対策案以外の具体的対策案の提案はなかった。

評価軸毎の評価において「既設ダム有効活用（予備放流）」を組合せた治水対策案ケース2-4,8-2,13-2により行う。

概略評価（案）で抽出されなかった治水対策案は、評価軸毎の評価を行う治水対策案としない。
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分 類 概略評価

ケースNo
概略評価で抽出した治水対策案

（実施内容）

河川整備計画相当案 1 成瀬ダム＋築堤及び河道掘削

Ⅰ．既設ダムの有効活用による治水対策 2‐4 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）

＋河道掘削

Ⅱ．河川改修による治水対策 3 河道掘削

Ⅲ．新たな施設による治水対策 6‐1 遊水地（強首地区）＋河道掘削

Ⅳ．河川を中心とした方策の組合せ 8‐2 玉川ダム容量活用（水道590万m3）＋既設ダム有効活用（予備放流）

＋遊水地（強首地区）＋河道掘削

Ⅴ．流域を中心とした治水対策 9 遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中堤
＋二線堤等＋土地利用規制＋河道掘削

Ⅵ．Ⅰ～Ⅴの組合せ 13‐2 玉川ダム容量活用（水道590万m3)＋既設ダム有効活用（予備放流）

＋遊水機能を有する土地の保全＋部分的に低い堤防の存置＋輪中
堤＋二線堤等＋土地利用規制＋河道掘削


